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管理職年俸制と職能給
正亀芳造
I. 序
近年の経営環境の変化を背景に，我が国企業は賃金制度の改革に着手し
つつある。労働省の調査によれば， 1994年から96年までの 3年間に賃金制
度の何らかの改定を行った企業は，従業員30人以上企業の半数， 1000人以
上の大企業の場合にはその 6割に達している（表1参照）。これに，この 3
年間には改定しなかったものの97年からの 3年間に改定予定の企業1)を含
めると， 1994年から99年までの 6年間に賃金制度を改定した企業は， 30人
以上企業の3社に 2社， 1000人以上の大企業の場合には実にその 8割に及
ぶことになる。正に， 1990年代は賃金制度改革の時代と呼ぶことができる。
それでは，いったい賃金制度の何が改定されているのだろうか。先の労
働省調査によると， 1994年からの 3年間に賃金制度を改定した従業員1000
人以上の大企業についてみれば，「業績・成果に対応する賃金部分の拡大」
が最も多く，「職務遂行能力に対応する賃金部分（すなわち職能給）の拡大」
がこれに次いでおり，それぞれ5割と 4割の企業がこれらを実施している
（表1参照）。また， 1997年からの 3年間に貨金制度の改定を予定している
企業についてみても，この2項目を挙げる企業が最も多く， 30人以上企業
の2社に 1社， 1000人以上の大企業の場合にはそれぞれ7割と 6割の企業
1)労働省政策調査部編 [1998]196-197頁参照。
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表 1 過去 3年間(1994~1996年）の賃金制度の改定およぴ改定内容別企業数割
合 （単位：％）
A 過去3年間に改定を行った B 改定実施企業を100とした場合
賃金制度の改定内容
30規人模以計上
1,000人以上
30規人模以計上
1,000人以上
計 管理職一般職 計 管理職 一般職
昇給幅の拡大 11.9 15.7 13.8 12.8 23.9 25.4 25.0 25.2 
昇給幅の縮小 23.3 18.4 17 .2 15. 7 46.9 29. 7 31.1 30.9 
定期昇給の廃止 3.8 6.3 6.2 2.0 7 .6 10.2 11.2 3.9 
「職務給」部分の拡大 12.1 12.8 10.1 8. 7 24.3 20.7 18.3 17.1 
「職能給」部分の拡大 15.7 24.5 21.1 20.0 31.6 39.6 38.2 39.4 
業績・成果対応賃金都分の拡大 15.0 28.2 25.1 19.7 30.2 45.6 45.4 38.8 
手当を縮減し基本給へ1lみ入れ 4.9 8. 7 7.1 5.1 9.9 14.1 12.8 10.0 
賃金表の導入 6 8 9.0 7.7 7 .8 13. 7 14.5 13.9 15.4 
職能資格制度の改定・禅入 7.8 17.2 13.2 14.4 15.7 27.8 23.9 28.3 
複線型賃金体系の改定・導入 1.3 5.1 3.4 3.7 2.6 8.2 6.1 7.3 
年俸制の改定・導入 3.0 9.1 8.4 1.4 6.0 14. 7 15.2 2.8 
甚本給抑制，賞与拡大 3.5 3.5 3.0 2.3 7.0 5. 7 5.4 4.5 
計 49. 7 61.9 55.3 50.8 100.0 100.0 100.0 100.0 
（注）賃金制度改定内容は複数回答のため，その合計値は計と一致しない。
賃金制度改定内容は，簡略化のため，表記を一部変えている。
（出典） A欄は，労働省政策調査部編[1998]190-195頁。 B欄は， A欄をもとに箪者が算定した。
がこれらを挙げている（表2参照）。これら 2項目は，いずれも賃金体系な
いし賃金決定原理に関わるものである。したがって， 90年代の賃金制度改
革の焦点は，賃金決定原理の修正ないし変更に当てられているとみること
ができる。
ところで， 1980年代には，我が国の企業，特に大企業の多くは，賃金体
系として，職能給と年齢給からなる職能給体系を採用してきた。それゆえ，
90年代の賃金制度改革は，この職能給体系の改革を意味している。それで
は，この改革は如何なる方向を目指しているのであろうか。この点に関し
ては，表 1および2からも読み取れるように，次の 3つに大別することが
できよう。
第1は，基本給に占める職能給のウェイトを拡大し，職能給を強化する
方向である。第2は，職能給を基本としながらも，賃金の決定基準として
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表 2 今後 3年間(1997年~1999年）に賃金制度の改定予定およぴ改定予定内容
別企業数割合 （単位：％）
A 今後3年間に改定を予定 B 改定予定企業を100とした場合
賃金制度の改定内容
30規人模以計上
1,000人以上
30規人模以計上
1,000人以上
計 管理職一般職 計 管理職 一般職
昇給幅の拡大 12.2 13.8 12.1 12.5 24. 7 22.6 21.5 22.6 
昇給幅の縮小 16.3 11.6 10.6 9.6 33.0 19.0 18.9 17.4 
定期昇給の廃止 5.3 7.5 6.5 4.5 10. 7 12.3 11.6 8.2 
「職務給」部分の拡大 19.8 26.9 22.6 22.0 40.1 44.0 40.2 39.9 
「職能給」部分の拡大 27.2 37.0 29.9 33. 7 55.1 60.6 53.2 61.1 
業績・成果対応貨金蔀分の拡大 27.2 42.3 36.3 35.6 55.1 69.2 64.6 64.5 
手当を縮滅し基本稔へ罷み入れ 5.3 10.7 8.5 9.2 10. 7 17.5 15.1 16. 7 
賃金表の導入 12.6 13.6 11.8 12.2 25.5 22.3 21.0 22.1 
職能資格制度の改定・導入 16.1 26.9 21.2 24.5 32.6 44.0 37. 7 44.4 
複線型賃金体系の改定・導入 5. 7 21.0 18.3 17.2 11.5 34.4 32.6 31.2 
年俸制の改定・導入 8.8 22.3 21.9 4.4 17.8 36.5 39.0 8.0 
基本給抑制，賞与拡大 8.3 9.1 8.2 6.6 16.8 14.9 14.6 12.0 
計 49.4 61.1 56.2 55.2 100.0 100.0 100.0 100.0 
（注）前掲表1と同じ。
（出典）前掲表1と同じ。
職務遂行能力のみでなく，その発揮された結果である業績・成果も加味し
たり，業績・成果に対応する賃金部分を拡大する方向である。年俸制の導
入もこの方向に含めることができる。第3は，賃金の決定基準を能力から
仕事に転換し，職能給に代えて職務給を導入し拡大する方向である。
これら 3つの改革方向のうち，全体的には前2者を目指す企業が相対的
に多数を占めている。従業員1000人以上の大企業に関しては，この傾向が
特に顕著であり， しかも前2者のうちでは第2の方向を目指す企業がやや
優勢である。この第2の方向に含まれる年俸制に関しては，管理職と一般
職とでは異なり， もっぱら管理職を対象にこれを導入する動きが認められ
る。
そこで，本稿では，この90年代における職能給改革の 1つである管理職
年俸制に着目し，その実態と特徴を明らかにしたいと思う。ところで，管
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理職に年俸制を導入するに至る背景には，それまで適用されていた職能給
が何らかの問題を卒み， 90年代の経営環境の下ではもはやその適用が限界
に達したことが考えられる。そこで，まず，次節では，管理職に年俸制を
導入する背景となった職能給の問題点と経営環境の変化を概観したいと思
?、?
I. 職能給の問題点と経営環境の変化2)
職能給は，元米は， 1960年代に年功序列賃金＝生活給体系を職務給へ転
換するための「過渡的移行型」として構想された。だが，我が国企業の雇
用慣行や当面する労務管理上の諸問題に職務給よりも有効に対処しうるこ
とから， 60年代の末以降はむしろ職能給化が追求されるようになり，特に
80年代には管理職ポスト不足への対応策として職能給化に一層の拍車がか
かった3)。
だが， 80年代に展開された職能給は，その仕組みと運用において次のよ
うな問題を内包していた。
職能給の場合，個々の従業員の賃金は概ね次のような仕組みで決まる。
まず，職務遂行能力を分類・体系化した職能資格制度をもとに，従業員は
その職務遂行能力に応じた職能等級に格付けられる。賃金は，この職能等
級別に設定されるが，等級別の賃率額は 1本ではなく，一般には，号に細
分化されるなどして複数の賃率額が設定されている。それゆえ賃金は，従
業員が格付けられた職能等級と号数によって決まることになる。そしてそ
2)この節の記述は，次の拙文に依拠している。正亀芳造[2000]第3節(138-140頁）。
なお，年俸制導入の背景要因については，次の文献を参照。奥林康司 [2000]148-
151頁，福田義孝 [1997]13-16頁，これからの賃金制度のあり方に関する研究会編
[1996] 13-15頁，日経連職務分析センター編 [1996]11-20頁，平尾武久 [1996]
133-150頁，福田義孝 [1966]30-35頁。
3)昭和30年代における職務給化の試みと，それが根付かずに職能給化へ至る事情に
ついては，次の拙文で述べている。正亀 [2000]135-138頁。
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の後は，次の 2通りの方法で賃金の増額＝昇給がなされる。 1つは，職能
等級の格付けが上がる「昇格」に基づく昇給であり，今1つは同一等級内
の仕事への習熟に基づく昇給である。前者の昇格昇給は，段階的な能力の
向上に基づいており， したがって定期的に行われるわけではないが，後者
の習熟昇給は，経験年数に依存しており，定期的に（毎年）行われる。そ
して，昇格と昇給に際して活用されるのが人事考課であり，その結果が昇
格の可否や昇給額の多寡に影響を及ぼすことになる。
こうして職能給は，習熟に伴う定期昇給を内包することにより，年齢を
経るに連れて賃金が上昇する年功賃金カープを描くことになる。その上，
昇格に関する次のような考え方により，従業員の高資格化を招く可能性も
秘めていた。
例えば，この時期の職能給の普及に貢献した楠田丘氏は，管理職ポスト
不足への対応策として，昇格と昇進を分離し，昇進は組織配置の理論に徹
するのに対し，処遇は昇格で行うことが適切であるとした上で，昇格に関
して次のように述べておられる丸昇格は「各等級の職能要件を満たせば上
位等級に昇格するといったように，いわゆる卒業方式をとる。」「卒業は取
り消されることはないから，職能資格には原則として降格はない。」「卒業
すれば昇格させねばならないから，職能資格制度に定員はない。」「卒業方
式であるから，やらせてやれるかどうかをみるといった事後評価，つまり
人事考課で昇格は運用される。」こうして，賃金を能力と結ぴつけ，昇格す
れば昇給する職能給により従業員の高資格化が刺激されることとなる。こ
の傾向は，年齢や勤続年数に応じて昇格させるといった職能給の年功的な
運用によってもさらに助長された。
こうして，経済の低成長と高齢化の進展，加えて団塊の世代の管理職適
齢期への到達，これらに伴う管理職ポストの不足，さらには職能給の年功
的運用を背景に，従業員の高資格化が促進されることとなった。
4)楠田丘 [1987]89-91頁。
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図1 部課長クラス比率の推移
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（出典）労働省編 [1998]参96をもとに筆者が作成。
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図1は，『賃金センサス』をもとに，部課長クラス比率の推移をみたもの
である。ここで部課長クラスとは，部長および課長とそれらに相当する者
で，概ね資格制度上の部課長相当資格者と解することができる。この図か
ら明らかな通り，従業員に占める部課長クラス比率は， 70年代後半から80
年代にかけて一貫して上昇しており， しかもその上昇テンポは従業員1000
人以上の大企業においてより急速であった。高資格者ほど高職能給を得る
ことから，高資格者がその資格に見合った仕事を担当し，それに相応しい
業績ないし貢献を企業にもたらさない場合には，高資格化は企業に過大な
賃金コストの負担を強いることになる。
一方， 90年代に入ると企業を取り巻く経営環境に大きな変化が現れた。
バプル経済が崩壊し，国内総生産 (GDP)の成長率は80年代の実質数パー
セント台から低下し，93年には0.3%と実質ゼロ成長を記録するまでになっ
た（図 2参照）。また，アジア諸国の成長や旧社会主義諸国の市場経済への
参入などを背景に国際競争は一段と厳しくなった。その上，円高が進行し
（対ドル円相場は， 90年の145円から95年には94円に上昇）（図 2参照），そ
れに伴って為替レート換算の賃金コストも増大し， 日本企業の国際競争力
が減殺されることとなった。この影響は，高資格化がより急テンポで進行
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図2 GDP実質成長率と対ドル円相場の推移(1980年~98年）
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（注） GDP実質成長率は左目盛り（％），対ドル円相場は右目盛り（円）。
（出典）労働省編 [1999]第1表主要経済指標 (538-543頁）をもとに筆者が作成。
した大企業ほど深刻であった。
90年代に，大企業の高資格者＝管理職層を中心に年俸制の導入が試みら
れるに至った背景には，こうした事情を見落とすことはできないであろう。
Il. 年俸制の導入状況
表3は，労働省の調査をもとに我が国企業の年俸制の導入状況を示した
ものである。最新の1998年には，規模30人以上企業の 8社に 1社(12.3%)
表3 年俸制の採用状況 （単位：％）
30人以上規模計 1000人以上 100-999人 30-99人
1994年 4.3 7.9 4.6 4.0 
1996年 8.6 15.6 12.1 7.0 
1998年 12.3 25.6 15.0 10.8 
（出典） 1994年および96年に関しては，労働省政策調査部編[1998]35頁， 1998年
に関しては，「平成10年賃金労働時間制度等総合調査結果速報」 (http://www.
jil.go.jp/kisya/daijin/991004_01_d/991004_01_d.htmllによる。
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が年俸制を導入している。ただ，年俸制の導入状況は，企業規模によって
差異があり，規模が大きくなるほど導入率は高く， 1000人以上の大企業で
は25.6%に達し，その 4社に 1社がこれを導入するに至っている。
年俸制の導入時期についてみれば，表3からも窺えるように， 90年代の
中頃以降の導入が特に顕著である。 30人以上の企業規模計でみれば， 94年
-98年までの 5年間に年俸制導入率は隔年で4%ポイントずつ増加し， 98
年には94年の 3倍に増加している。年俸制導入のテンポは1000人以上の大
企業の場合に特に速く，その導入企業は， 94年には13社に 1社の割合に過
ぎなかったものが96年には 6社に 1社， 98年には上述の通り 4社に 1社と
急増した。
年俸制の導入が90年代の中頃以降急増している事実は，表4に示した社
会経済生産性本部の調査叫こよっても確認できる。これによれば， 97年11月
現在で年俸制を導入している71社のうち，年俸制を90年以前に導入した企
業は19.7%, 91年-94年までの 4年間に導入した企業は21%であるのに対
し， 95年-97年までの 3年間だけで年俸制導入企業は56.4%と全体の過半
を占めているのである。
このように年俸制を導入する企業は90年代後半に急増しているものの，
その適用対象は未だ一部の従業員に限られている。表5は，同じく社会経
済生産性本部調査の中から年俸制の対象職位に関する部分を抜き出したも
のである。同表によれば，年俸制の適用職位として最も多いのは部長クラ
スで， 71社のうち 9割の企業がこれを対象としている。これに次いで多い年俸；；；入年II~了11::年trご亨：: I 1::; I 1:::: I~:: 
（注）年俸制を導入している71社のうち 2社は「回答なし」。
（出典）社会経済生産性本部生産性研究所 [198]130頁。
5)上場企業2246社を対象に97年1月に実施し， 380社から回答を得ている（回答率
16.9%) (社会経済生産性本部生産性研究所 [1998]3頁）。
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(%) 
役員クラス 49.3 
部長クラス 87.3 
課長クラス 42.3 
係長クラス 2.8 
専任職（管理職待遇） 26.8 
一般担当職 4.2 
（注）年俸制を導入している71社を対象としたもの（複数回
答）。
（出典）社会経済生産性本部生産性研究所 [1998]132頁。
のは役員クラスと課長クラスで，それぞれ5割と 4割の企業がそれらに適
用している6)。管理職待遇の専任職を対象に含める企業はこれらより若干
少なく， 3割弱である。これに対し，係長クラスと一般担当職に関しては，
これらを年俸制の対象とする企業はいずれも数％にとどまっている。要す
るに，現時点では，年俸制はもっぱら部長クラスの上級管理職を対象とし
ており，これに課長クラスを加えた管理職層が主たる対象になっていると
いえよう 7)。そこで次節では，管理職年俸制に焦点を当て，その実態をみる
こととする。
IV. 管理職年俸制の実態
年俸制の仕組みは，賃金体系と同様に企業により多様である。そこで，
ここでは，東京ガス，富士通， H本IBMの3事例を取り上げ，管理職年俸
6)課長クラスを年俸制の対象に含めるか否かについては，製造業と非製造業とで大
きな差異がある。製造業では，年俸制を導入している40社のうち24社 (60.0%)が
課長クラスを対象としているのに対し，非製造業では31社中6社 (19.4%)にとど
まる。社会経済生産性本部生産性研究所 [1998]132頁参照。
7)年俸制の適用対象がもっばら管理職になっている点に関しては，労働省調査にお
いても同様に認められる。 1994年の時点において，年俸制を導入している従業員30
人以上の企業について年俸制の職種別適用企業数割合をみれば，管理職に適用する
企業が最も多く80.0%を占め，以下，専門職22.8%,営業職18.3%,研究職11.5%,
事務職7.9%となっている（労働省「賃金労働時間制度等総合調査」（労働大臣官房
政策調査部編 [1997]201頁））。
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制の仕組みと特徴を考察したい8)。ちなみに，東京ガスは部長クラスの上級
管理職を対象とするのに対し，後2者は課長相当以上の管理職層を対象と
している。また，前2者は，職能給体系から年俸制へ移行した事例である
のに対し， 日本IBMは職務給体系からの移行事例である。
(1) 東京ガスの事例9)
東京ガスは， 1990年7月から職能資格14級および15級の幹部社員（本社
の部長クラス，事業本部の副本部長クラス）を対象に年俸制を導入した。
同社の年俸制導入の目的は，次の 3点にまとめられる。
(i)年功的要索の「年齢」「勤続」「昇進時期」や，属人的要索の「家族
状況」に関係なく，前年度の業績によって年間収入が確定する年俸制
の導入によって，業績主義・能力主義をより徹底し，会社戦略・課題
の確実な実行を促進する。
(ii)他の社員と全く異なる体系で， しかも一般的に役員に適用されてい
る年俸制を適用することにより，部長層に対して経営陣の一員として
8) 3事例を選ぷに際しては，以下の文献をもとにした。これからの賃金制度のあり
方に関する研究会編 [1996], 日経連職務分析センター編 [1996],労政時報別冊
[1997], 日経連出版部編 [1998]。これら 4文献には，全部で21社の年俸制事例が
掲載されている。このうちの 1事例は特定者（特別研究員）対象の年俸制で， 2事
例は全社員対象残りの18事例はすぺて管理職対象のものである。この18事例の中
から，年俸額の決定に関わる個人業績の評価方法など年俸制の仕組みの記述が詳し
く，かつ年俸制の特徴を明らかにする上で不可欠な旧給与体系の説明のある 7事例
に絞り，適用対象と旧給与体系を考慮してやや恣意的ではあるが最終的に3事例を
選定した。なお， 18事例を，年俸制の導入年順に示すと次の通りである（＊印を付
したのは，上述の 7事例に当たる）。 1989年以前：ソニー，サンスター， リヨー ビ。
1990年：東京ガス＊。 1991年：藤沢薬品工業。 1992年：グレースジャパン，長谷工
コーポレーション＊。 1993年：科研製薬。 1994年：日本 IBM*• 日野自動車工業，
富士通*• HOYA* 。 1995年：ベネッセコーポレーション*• J TB。1996年：
オリンパス光学工業，横河電機＊，住友セメントシステム開発。 1997年：資生堂。
9)東京ガスの事例については，特に断らない限り次の文献に依拠している。日経連
職務分析センクー編 [1996]158-172頁，労政時報別冊 [1997]290-295頁，社会経
済生産性本部編 [1994]173-189頁。
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の自覚をより一層促す。
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(ii)社員のトップ層に業績主義，能力主義の年俸制を導入することによ
り，組織全体の活性化に資する。
こうした目的の下に導入された年俸制の仕組みは，次の通りである10)0 
年俸額は，「月俸」部分と「賞与」部分とからなる。前者の月俸部分は職
能給であり，職能資格・ランク別に定額が設定されている。 1資格につき
2ランクあるため，月俸は4段階に分かれる。なお，月俸額は，春の一般
職の賃金改定を踏まえた13級の年収増加率と照合して毎年書き換えられる
ことになっている。
一方，賞与部分は，業績によって決まり，職能資格・ランクに関わらず，
成績別に金額が設定されている。成績は， S,AA, A', A, ABの5段階に
分かれ， 1段階につき当初は50万円 (93年度からは60万円に拡大）の格差
が付けられ， したがって賞与の上下格差は200万円 (93年度以降240万円）
となる。
年俸額は，以下のプロセスを経て決定される。
年俸のうち月俸部分は，職能資格・ランクにより自動的に決まる。毎年
7月に行われる「昇格」に該当すれば，昇給することとなる。
これに対し，賞与部分は， 4月から翌年3月までの 1年間の業績評価に
基づいて決まる。この業績評価は，目標管理制度を援用し，以下の手順で
行われる。
(i)年度始めに担当取締役と面接し，今期の目標・課題を設定する。
(ii) 1年後に，目標に対する自己評価をした上で担当取締役と面接する。
(ii)担当取締役は，面接で本人の自己評価を確認した上，分布に従って
相対評価を行う (93年度からは，基準を A'に置く絶対評価に変更）。評
価項目は，業務目標の達成度，部下の育成度，変革へのチャレンジ状
10)東京ガスの年俸制度は， 90年の導入以降部分的に改定されている。ここで述ぺる
のは，特に断らない限り， 90年の導入当初のものである。他の2事例についても同
様である。
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況の 3項目で，各項目について個別評価した上で， 5段階の総合評価
を行う。
以上の目標の設定，自己評価，上司の評価には 1枚のミッションシ
ートが用いられ，そこに記録される。
なお，本人は，上司に自己評価をアピールできるが，決定された評
価結果に対して異議を申し立てることはできない。
(iv)人事部は，全員の業績評価結果を回収し，評価のばらつきをチェッ
クし，考課者（担当取締役）と協議の上で調整する。その後，考課結
果（個人別年俸）を社長に提出し，決済を受ける。
こうして決定された年間賞与額と月俸額を合計した年俸額が6月末
に本人に通知される。
以上が東京ガスの年俸制の概要である。この年俸制の特徴は，それを導
入する以前の給与体系と比較することによってより明確になろう。旧給与
体系は，基準内賃金と賞与に大別され，図 3のような構成になっていた。
図3 東京ガスの年俸制と旧給与体系
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? ??? ? 」﹈?? ?????﹇ ― 【年俸制】
｝月俸X12 
｝年間賞与
旧体系から年俸制に移行することによって生じた大きな変化は，次の 2
点である。 1つは，旧体系の基本給には定期昇給があったのに対し，年俸
制ではこれがなくなったことである。年俸制では，年齢給，勤続給，職能
給，家族手当等に分かれていた給与項目が廃止され，月俸＝職能給に 1本
化された。旧体系では，本人給のみでなく，職能給に関しても毎年1号俸
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ずつ5号俸まで自動的に昇給するなど定期昇給が行われていた。これに対
し，月俸＝職能給は，職能資格・ランク別の定額となっており，昇給は昇
格ないし昇ランクの場合に限られ，定期昇給はない。このように定期昇給
がなくなったこと，それが年俸制の第 1の特徴である。
今1つの変化は，成績如何では，年収額が対前年マイナスになりうるこ
とである。旧体系の賞与においても成績査定部分はあったものの，成績別
格差は比較的少なかった。これに対し，年俸制では，その賞与部分におけ
る成績別格差が旧体系の約2.5倍に拡大され，しかも月俸部分には上述の通
り定期昇給がないことも加わり，成績が下がると年俸額も減少する可能性
がある。毎年安定的に年収が増加していた旧体系に対し，年俸制では，年
収は成績により大きく変動し， しかも成績が下がると前年に比ベダウンす
る可能性もある。ここに，年俸制の今1つの特徴がある。
さらに，この点と関連して，職能資格・ランクの下位の者と上位の者と
の年収が成績如何では逆転しうることも年俸制の特徴に加えることができ
よう。ちなみに，月俸が最下位の14級 2ランクの者が成績で最高のS評価
を受けた場合の年収は，月俸が最上位の15級 1ランクの者が成績で最低の
AB評価を受けた場合のそれと同額に設定されているのである。
(2) 富士通の事例11)
富士通は， 1994年 4月から全幹部社員（課長クラス以上の管理職）を対
象に年俸制を導入した。その目的は，「成果主義を全社に浸透させ，よりチ
ャレンジングな組織風土を醸成する」ことにある。
年俸制導入以前の幹部社員の給与体系をまずみておくと，それは次のよ
うになっていた（図 4参照）。給与は，東京ガス同様，基準内賃金と賞与に
大別され，前者の基準内賃金は，本給，資格給それに諸手当からなる。本
給は，積み上げ方式の総合給で，本人の成績・勤続などを総合的に評価し
て昇給額を決定し，これを毎年積み上げていくものである。これに対し，
1)富士通の事例は，特に断らない限り次の文献に依拠している。日経連職務分析セ
ンター編 [1996]135-147頁，『労政時報』 [1995/9/29]23-27頁。
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図4 富士通の年俸制と旧給与体系
【旧給与体系】 【年俸制】
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資格給は，シングルレートの職能給であり，昇給するのは昇格する場合に
限られる。したがって，諸手当を除くと，同一資格であれば基準内賃金の
差は本給差と等しくなり，結果的に同年次の者の賃金差は小さい制度とな
っていた。
一方，賞与は，「前年の賞与額に対する増加分を資格およぴ成績などによ
り決定する方法をとっていたが，一般社員の賞与が基準内賃金をもとに算
出されていた」こともあり，「年功的要索が大きいものであった。」
年俸は，基本年俸，業績年俸と一部手当で構成される。旧給与体系との
関連をみれば，基本年俸は，本給，資格給および諸手当の一部に，業績年
俸は賞与に，一部手当は諸手当のうち基本年俸には取り込まれない残りの
部分にそれぞれ対応する（図4参照）。
基本年俸は，業績評価の成績別に設定された昇給額を前年度の基本年俸
に加算することによって決まる。成績が悪いと昇給がゼロとなるものの，
「基本年俸は原則として減額となることはない」。したがって，基本年俸に
は，査定に基づく定期昇給があるといえよう。
一方，業績年俸は，業績評価の成績に応じて決まる点では基本年俸と同
じであるが，基本年俸のように昇給額を積み上げるのではなくて洗い替え
方式になっている。したがって，業績年俸は，成績に応じて変動し，成績
が良くなれば増加する反面，悪くなれば減少することになる。
このように，富士通の年俸制は，基本年俸に定期昇給を残してはいるも
のの，業績年俸が洗い替え方式により成績に応じて増減するため，年俸全
体としては東京ガス同様前年比マイナスとなりうる仕組みになっているの
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である。
ところで，年俸額を左右する業績評価に着目すれば．富士通においても
目標管理制度が活用されている。ただ，業績評価の仕組みは，東京ガスの
それとは若干異なり．次のようになっている。
(i)期初 (4月）に直属上司（一次評価者）と面接の上目標を設定する。
この目標は，次の 4条件を満たしていなければならない。①1年間
の組織あるいは個人が行うべき課題であること，②挑戦的で成果が期
待できること，③上位組織の方針と一貫性があること．④関連組織の
方針と整合性があること，がそれである。
(ii)期中 (10月）に面接をし，上期の評価を行うとともに進捗状況を確
認する。環境変化など本人の責めによらない理由で進捗状況が思わし
くない場合には．目標を修正してもよいことになっている。
(ii)期末に再び面接を行い，本人の自己評価をもとに直属上司が年間の
成績に関して一次評価を行う。
評価項目は，大別すると次の 3項目である。第 1は．期初に設定し
た個別業務目標の達成度で．目標の難易度も加味して評価される。第
2は，幹部社員としての活動で．カスタマーサーピス（他部門や社外
顧客に対する支援）と部下の指導育成の 2点が評価される。第3は．
事前に設定した目標以外の成果である。これら 3項目を個別に評価し
た上で総合評価を行う。総合評価は,A~Eの5段階（特筆すべき顕
著な成果に対してはさらに上位のSをつけることができる）の絶対評
価である。
(iv)一次評価の結果を二次評価者がチェックし承認を与え，各事業部門
の評価委員会に報告する。評価委員会で評価の甘辛が調整され，評価
が確定する。
このように，期中に半期評価を行い，進捗状況をチェックする機会を設
けていること．業績評価に際して．予め決められた成績分布に従った相対
評価を行うのではなくて絶対評価を行うこと．この2点において富士通の
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仕組みは東京ガスのそれと異なっている。
ところで，業績評価を絶対評価で行う場合，原資との関係が問題となる。
絶対評価の結果，全員がA評価を受ける可能性もあり，その場合には原資
が不足する事態も起こりうるからである。この点に関して，富士通では，
絶対評価で出てきた分布に従って成績別基準額を変えるという方法をとっ
ている。つまり，標準の成績分布と成績別基準額をもとに原資は事前に各
事業部門に配分されており，各事業部門は，自部門の絶対評価で出てきた
実際の成績分布に合わせて成績別基準額を変更するのである。こうして，
実際の分布に合わせて基準額を変えることにより，部門に配分される原資
は変わらない。一方，評価結果が同じであっても，部門が異なれば金額も
異なりうる。このように，原資の配分に部門の裁量を認めている点に富士
通の特色が認められる。
(3) 日本IBMの事例12)
日本IBMは， 1994年3月に課長相当以上の管理職および管理職待遇の
専門職を対象に年俸制を導入した。
その背景には次のような事情があった。同社は，給与に関する方針とし
て次の 3点を掲げている。①職務の重要度や困難度を反映する給与，②個
人の業績と貢献度を反映する給与，③一流企業と比較して競争力のある給
与，がそれである。ところがこれらの給与方針にそぐわない事態が生じて
きた。例えば，従来，職務給をベースとする賃金体系を採用してきたが，
仕事や個人の業績に直接関係のない生活関連手当が増え，賃金全体に占め
る職務給部分のウェイトが7割程度へ低下してきた。また，賞与は，長年
に渡って，個人業績を反映させることなく一律に本給の 8ヶ月分を支給し
てきた。こうした事態を背景に，①能力主義の徹底，②業績評価の明確化，
③経営参画意識の高揚，を目的に年俸制が導入されることとなったのであ
12) 日本IBMの事例は，特に断らない限り次の文献に依拠している。日経連出版部編
[1998] 123-142頁，労政時報別冊 [1997]38-42頁， 281-289頁， 日経連職務分析セ
ンター編 [1996]107-122頁。
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日本IBMの年俸制と旧給与体系
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年俸制導入以前の給与体系をまずみておくと（図 5参照），
賃金と賞与に大別され，
それは基準内
前者は本給と諸手当で構成されていた。本給は，
職務等級毎に上下限を設けた範囲職務給で，各国の IBM共通の職務評価
方法を用いて担当職務が格付けられた職務等級の賃率が適用され， その幅
の中で成績に応じて昇給するというものであった。一般社員の場合のよう
な年齢昇給はなかったものの，成績が悪くても昇給ゼロとなることはなく，
したがって，昇給は事実上毎年行われていた13)0 
一方，賞与は，従来，年間で本給の 8ヶ月分を支給してきたが，年俸制
を導入する前年の93年6月からは会社業績を反映させ，前年度の会社業績
に応じて支給月数を士 1ヶ月の幅で変動させる仕組みに改めた。
こうした旧給与体系に対し， 94年3月に導入された年俸制は次のような
ものであった（図 5参照）。
年俸は，本俸と定期俸からなり，本俸はその12分の 1が毎月支給され，
定期俸は年2回に分けて従来の賞与時期に支給される。 この年俸を算定す
る基礎として年俸基準額が用いられる。年俸制への移行時には，前年の基
準内賃金の12ヶ月分と賞与の合計額が年俸基準額とされた。そして，本俸
は，年俸移行前の月額給与を下回らないように設定された結果，概ね年俸
2年目以降の年俸碁準額と本俸は，次のよう
まず年俸基準額は，前年度の年俸基準額が当該職務等
級の上下限の幅のある年俸基準額レンジにおいて占める位置と前年の個人
基準額の70%相当となった。
にして決定される。
13)旧給与体系における管理職の昇給に関しては，日本IBM株式会社人事・組織給与
企画グループ課長堤敏弘氏への聞き取り (2000年5月）による。
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業績の評価ランクに応じてその昇給率が決まる。昇給率は，年俸基準額が
レンジの下限に近く，個人業績が高いほど高く設計されている。逆に，レ
ンジの上限に近く，個人業績も芳しくない場合，昇給はゼロとなる。年俸
基準額の昇給分のうち50%は本俸に配分され，これを前年度の本俸に加え
ると新年度の本俸が決まる。
年俸基準額から本俸を差し引いた残りが定期俸基準額である。それは，
初年度は年俸基準額の30%相当であった。 2年目以降は，年俸甚準額の昇
給分の50%がこれに加算されることになる。定期俸は，次式の通り，この
定期俸基準額に前年の会社業績と個人業績による変動分を加減することに
よって確定する。
定期俸＝定期俸基準額十年俸基準額X (会社業績支給率十個人業績支給
率）
会社業績による振れ幅は年俸基準額の士10%で，個人業績のそれは土 2
％である。会社業績の指標としては，国内売上高， 1人当たり総売上高，
1人当たり経常利益，顧客満足度指数が参考にされ，いずれの指標も前年
実績を上回れば支給率はアップし，下回ればダウンする仕組みである。
一方，個人業績は，目標管理制度を活用し，以下のプロセスを経て決ま
る。
(i)年初に，経営トップから発表された年次経営目標をもとに，部門長
は部門目標を，その下の管理職は部署目標をそれぞれ順次設定してい
く。この部門目標およぴ自組織の目標を踏まえて，各社員は所属長と
面接の上共同で目標を設定する。
(ii)目標遂行過程において，所属長は社員の目標進捗状況を確認し，意
見交換を行い，必要な場合には指示を与えるなどのフォローを行う。
(ii)年度末に，所属長は社員と面談を通して成績評価を行う。
評価項目は，次の 3つに大別される。第 1は，期首に設定した主要
業務・人事管理目標の達成度で，この評価は4段階の絶対評価である。
第2は，業務遂行過程におけるスキル・能力の活用度（発揮度）で，
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これも 4段階の絶対評価である。第 3は，部門目標に対する貢献度で，
これは部門内の同一職責社員の業績と比較した上で行う 4段階の相対
評価である。これら 3項目の評価結果と社員が担当する職務の内容と
責任を考慮して 4段階の総合評価が下される。
(iv)総合評価の結果は部門長クラスの上司に回送され，その承認により
最終決定となる。
日本IBMの年俸制においても，個人成績が芳しくない場合，本俸の昇給
がゼロとなり定期俸も減額される結果，年俸額が対前年マイナスとなりう
る。この点は，先の 2事例と変わらない。ただ，年俸額の変動に対して，
個人業績もさることながら会社業績がより強く影響を及ぽす仕組みになっ
ている点は日本IBMに特徴的である 14)。さらに，目標設定と評価に際して
用いられる「PPC&Eフォーム」と呼ばれるシートに関しても特色がある。
それは，目標設定と総合評価に関して社員と所属長双方の確認署名欄を設
けていることである。しかも総合評価の社員署名について，それは「確認
を意味するもので所属長の評価に同意したことを意味するものではありま
せん」との注意書きも添えられている。ちなみに，評価結果に不服な場合，
一般社員が活用できる「昇給再審査申立制度」のような専用の異議申立制
度はないものの，質問状を出して会社の公式見解をもらう「スピーク・ア
ップ！」や直接にトップマネジメントなどと面談をもち回答をもらう「オ
ープンドア」を活用する道は開かれているのである 15)。このように評価結果
を本人へ確実にフィードバックする仕組みを評価プロセスに組み込むとと
もに，評価結果に対する不満を表明できる制度も設けている点に日本IBM
の特色が認められる。
14) 1999年度から定期俸の算定方法が改定され，定期俸の変動部分は会社業績の達成
度と個人業績の評価別係数の積で決まるようになり，定期俸への個人業績の反映度
が大幅に拡大された（注13同様，堤氏への聞き取りによる）。
15)評価結果に不服な場合の処理方法については，注13同様，堤氏への聞き取りによ
る。なお，「昇給再審査申立制度」「スピーク・アップ！」「オープンドア」の各制度
については日経連出版部編 [1998]127頁を参照。
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V. 結
以上の 3事例をもとに管理職年俸制の特徴を引き出せば，少なくとも次
の3点を指摘することができよう。
第1は，年収額が個人業績に応じて大きく変動することである。年俸制
を旧給与体系との関連でみれば， 3事例とも，月例給与に相当する部分と
賞与に相当する部分に大別され，前者はいわば生活保証部分として原則と
して滅額されることはない 16)(富士通，日本IBMの場合は個人業績に応じ
て定期昇給も可能）のに対し，後者は個人業績に応じて大きく変動する仕
組みになっている。その結果，両者を合わせた年俸額も変動し，業績が悪
いと年俸額が対前年マイナスとなりうるのである。右肩上がりの賃金カー
プが常態であった従来の給与体系とは決定的に異なる年俸制の特徴がここ
に認められる。また，年俸額が個人業績に応じて大きく変動する結果，成
績次第では，職位や等級が同じ者同士でも大きな年俸格差が生じ，さらに
は下位の職位や等級の者の年俸額が上位の者のそれを上回ることも起こり
うる。このように個人業績次第で大きな年俸格差が生じ，年俸額が職位等
の序列と逆転すらしうることも，平等主義的な従米の給与制度とは異なる
年俸制の特徴といえる。
年俸制は，それが適用される管理者の給与に対し，このように従来の体
系では予想もできなかったドラスティックな変化をもたらすのである。そ
れ故であろうか，年俸制の多くは，企業が業績を悪化させるような危機的
状況を背景に導入されている。ちなみに， 90年以降に年俸制を導入した15
社のうち日本IBM以外の未上場企業3社を除く 12社についてみれば，そ
のうちの 9社 (75%) (この中にはここで取り上げた 3社が含まれる）は年
16) 日本IBMでは，年俸基準額は職務給の原理で決まるため，担当が下位等級の職務
に変わった場合，本俸の減額もありうる（日経連出版部編 [1998]138頁）。
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俸制の導入年度ないしその前年度に経常利益が減益となっているのであ
る17)0 
管理職年俸制の特徴の第2は，個人業績の評価指標として保有能力重視
に代えて目標達成度と能力発揮度を用いている点にある。従来の人事考課
においては，業績考課と情意考課に加えて保有能力を評価する能力考課も
併用され，特に昇格や昇給の決定に際してはこの能力考課が大きなウェイ
トを占めてきた。これに対し，富士通の年俸制では，基本年俸の昇給額の
決定にも業績評価を用い， 日本IBMのように能力評価を加味する場合で
あっても，それは保有能力の評価ではなくて発揮能力の評価となっている
のである。それゆえ，年俸制の導入目的の 1つに「能力主義の徹底」が掲
げられるが，それは保有能力から発揮能力への評価墓準の転換も意味して
いるといえよう。
年俸制ではこのように業績評価が重視されるのであるが，その評価対象
となる業績は，単年度の短期業績に限られるものではなく，部下の指導育
成のようなより長期的な視点の必要な評価項目も採用されている。それは，
また，個人業績に限定されるものでもなく，「カスタマーサービス」（富士
通）のように他部門との協力＝チームプレーを評価する項目も含んでいる
のである。
管理職年俸制の特徴の第3は，業績評価に目標管理制度を活用している
ことである。日本IBMのように年俸制導入以前から目標管理制度を採用
しているケースもあり，目標管理は年俸制を必要とするわけではないが，
その逆に，年俸制は目標管理を必要としているのである。その理由は，年
俸制では業績を給与により強く反映させるため，評価の客観性と納得性が
それだけ強く求められるからである。目標管理は，期首に業績評価の基準
となる目標を上司と部下が面談を通じて合意決定し，期末に再ぴ面談を通
17)財務データについては，『会社四季報CD-ROM 1999年4集』東洋経済新報社，
「会社総鑑〈未上場会社版〉 1995年版』『同1997年版』日本経済新聞社を参照した。
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じて評価を下すことにより，評価結果に対する部下の納得を得易い仕組み
になっている。ここに目標管理が年俸制の不可分の制度として採用される
ゆえんがある。
ただ，評価に対する被評価者の納得性を高める上からは，評価結果を確
実に本人にフィードパックすることが必要であり．さらに評価結果に不服
な場合にはその不満を解消する手だてを備えておくことも必要であろう。
この点で日本IBMの事例は示唆に富むものといえよう。
管理職年俸制は．上述の通り．個人業績に応じて年収格差が拡大すると
ともに，成績次第では年収が対前年マイナスとなり得る点で，従来の職能
給を中心とする下方硬直的で平等主義的な給与体系とは著しく異なってい
る。だが，管理職年俸制のこれらの特徴は，年俸制にのみ固有なものでは
必ずしもない18)。90年代の後半に急速に普及し，大企業の4社に 1社が採用
するに至った年俸制ではあるが, 21世紀においてもさらなる普及をみるの
であろうか，今後の動きに注目したい。
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